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論文の内容の要旨 
 
植嶋大晃氏の博士学位論文は、重度の介護を要する高齢者の在宅生活継続に関する地域指標を提
案したうえで、それを用いて在宅生活継続に関連する市区町村の特性を生態学的研究によって示し、
また、要介護高齢者と同居する家族介護者の長時間介護に関連する日常生活動作(ADL)の特徴を個
人単位の横断研究によって検討したものである。その要旨は以下のとおりである。 
論文は、地域を単位として分析した研究 1-1 と研究 1-2、および個人を単位として分析した研究
2 から構成されている。 
研究 1-1 では、8 年間の全国介護レセプトデータを用いて、65 歳以上で要介護 4 または 5 の認定
を受け、認定期間中に介護保険サービスを少なくとも 1 日以上利用した重度要介護高齢者について
在宅日数を算出し、在宅日数 0 日の者の割合（在宅ゼロ者割合）、在宅日数 1 日以上の者の在宅日
数平均値（平均在宅日数）、自宅で生活した期間の割合（在宅月割合）を都道府県別指標として算
出している。これら指標の妥当性については、表面的妥当性など部分的な検討に留まっているが、信
頼性については、指標の値が隣接する年度間で強い相関を示すことから一定の信頼性があると述べてい
る。また、在宅ゼロ者割合は、「重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを
人生の最後まで続ける」ことを目的とする地域包括ケアシステム構築に関する指標として重要であ
るなど、各指標の解釈について述べている。在宅ゼロ者割合と平均在宅日数または在宅月割合を組
み合わせて 4 つに類型化することで現状を多面的に把握できると述べ、著者はこれらの指標および
その組み合わせを在宅生活継続に関する地域指標として利用することを提案している。 
研究 2-1 では、7 年間の全国介護レセプトを用いて算出した市区町村別の在宅ゼロ者割合及び在
-２ 
宅月割合と、既存資料の「統計でみる市区町村のすがた」と「在宅医療にかかる地域別データ集」
から得られた各市区町村の特性との関連を、生態学的研究によって検討している。市区町村におけ
る公民館、往診を実施する一般診療所が多いことが重度要介護高齢者の在宅生活継続に関連する可
能性を示し、特に人口が小さく、かつ公民館がない市区町村において地域住民が交流する場を提供
することは、重度要介護高齢者の在宅生活継続に効果的である可能性あると述べ、著者はこれらの
知見が宅生活継続を希望する高齢者を支援することを目的とした市区町村の政策検討および立案
に貢献しうると考えるとともに、解釈や適用にあたっては各市区町村における個人の状況や希望を
十分に考慮する必要があるとも述べている。 
研究 2 では、国民生活基礎調査データを用いて、要介護 1～5 の認定を受けている高齢者（被介
護者）と、同居して主に介護を行っている家族介護者（主介護者）を分析対象とした横断研究を行
い、主介護者の長時間介護に関連する被介護者の ADL を介護事業者の関与を考慮して検討し、口
腔清掃、身体の清拭、体位交換・起居、排泄介助、食事介助、服薬の手助けを主介護者が行ってい
ることが長時間介護と関連することを示している。特に身体清拭と排泄介助は、事業者の介護があ
る場合でも主介護者の長時間介護と関連することを示し、また、性別にみると排泄介助は男性にお
いて、身体の清拭は女性において、主介護者の長時間介護と関連することを示し、これらのことか
ら著者は、介護の負担を軽減するためには、主介護者がどの ADL の介護を行っているかを、被介
護者の性別を加味して考慮する必要があると考えている。 
 
 
 
 
審査の結果の要旨 
（批評） 
地域包括ケアシステムは「重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人
生の最後まで続ける」ことを目的としており、その地域において重度の介護を要する高齢者が自宅
で生活することの意義は大きい。論文では、在宅生活継続に関連する環境因子のうち、どのような
特性を持つ地域で重度要介護高齢者が在宅生活継続しやすいのかを検討するために、文献のレビュ
ーを十分に行ったうえで、まず研究 1-1 で地域における在宅生活継続を表す指標を提案し、それを
用いて研究 1-2 で市区町村の特性との関係を分析しており、研究の進め方は合理的である。これら
の指標の算出は、全国介護レセプトを用いることで初めて可能となったものであるという点でオリ
ジナリティーは高い。ただし、指標の妥当性については、表面的妥当性など部分的な検討にとどまっ
ているため、引き続き検証が必要であり、この点については研究の限界で適切に述べられている。研究
2 では、既存の研究から在宅生活継続に影響することが示されている家族介護者の負担に着目し、介護
事業者の関与も考慮したうえで、長時間介護に関連する被介護者の ADL を明らかにしたことで、在宅
生活継続に関連する環境因子についてさらに研究を深めている。 
以上のように、地域包括ケアシステムで重要な、重度要介護高齢者が在宅生活を継続する要因につ
いて一定の示唆を与えるとともに、提案した指標が今後の同分野における研究の発展に資する可能性も
あるという 2 つの側面から、優れた博士論文である。 
平成 31年 1月 29日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明を求
め、関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合格と判定した。 
よって、著者は博士（ヒューマン・ケア科学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認める。 
 
 
 
